様式第１号
番　　　　　号
年　　月　　日



大町町長　　　　　　　様



事業実施主体　住所
役職・氏名　　　　印　



平成　　年度大町町中山間地域所得向上支援事業交付金（所得向上計画策定及び地域連
携販売力強化施設、農産物等集出荷・処理加工施設等の整備に関する事業）交付申請書



平成　　年度において、下記のとおり事業を実施したいので、大町町中山間地域所得向上支援事
業交付金金　　　円を交付されるよう、大町町補助金等交付規則及び大町町中山間地域所得向上支
援事業交付金交付要綱（所得向上計画策定及び地域連携販売力強化施設、農産物等集出荷・処理加
工施設等の整備に関する事業）の規定により申請します。

記

別紙１のとおり









（別紙１）

１　事業の目的







２　事業の内容及び計画（又は実績）
	地区名
	
	事業実施
主体名
	
	施設の
所在地
	

	事業内容
（工種、施設区分、構造、規格、能力等）
	事業量
（単価、基数、台数、面積等）
	対象品目
	受益
	総事業費
(A+B+C)
	負担区分
	工期
	備考

	
	
	
	面積
	農家
戸数
	
	県費
(A)
	町費
(B)
	その他
(C)
	着工予定（又は着工）年月日
	竣工予定（又は完了）年月日
	

	
	
	
	ha
	戸
	円
	円
	円
	円
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	附帯事務費
	
	
	
	
	
	
	

	合計
	
	
	
	
	
	
	



添付書類
  （１）附帯事務費については、附帯事務費内訳明細書を添付すること。
（注）
１　本表は、原則として事業ごとに一葉として作成すること。
２「事業内容」の欄については、「所得向上計画策定」または実施要領別紙３－１の別表に定める交付対象事業の欄のうち該当する事業内容を記入するほか、整備する施設の規模、処理量等を含めて記入すること。
３「備考」の欄には、事業内容によって交付率が異なる場合は、交付率ごとに区分して記入するとともに、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「除税額○○○円　うち県費○○○円」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」と記入すること。
４　交付金事業を行うに当たって、交付金事業対象物件を担保に供し、自己資金の全部又は一部について融資を受ける場合には、「備考」の欄に「融資該当」と記入の上、「（別紙２）交付金事業を行うに当たって金融機関から融資を受けるために交付金対象物件を担保に供する場合の内訳書」を作成し、担保施設の範囲のわかる資料（図面等）を添付すること。
５「工期」の欄には、交付申請書にあっては「着工予定年月日」「完了予定年月日」（事業に着工している場合は、実際の着工年月日）を、実績報告書にあっては実際の着工及び完了年月日を明記すること。


　　　　　　　　附　帯　事　務　費　内　訳　明　細　書
	
	 区　分
	 事業費
	備　　考

	
	 旅費
 需用費
 役務費
 使用料及び賃借料
	 　　　○○○円
       ○○○円
       ○○○円
       ○○○円
	



　　　（注）区分欄は、農林水産省農村振興局長等が別に定める附帯事務費の使途基準により記入すること。













３　事業の効果








４　経費の配分及び負担区分
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　分
	総事業費
	交付事業に要する(した)経費
	負担区分
	備考

	
	
	
	県費
	町費
	その他
	

	
	(A)＋(B)＋(C)
	(A)＋(B)
	(A)
	(B)
	(C)
	

	事業費
	
	
	
	
	
	

	附帯事務費
	
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	
	


　



５　事業完了予定（又は完了）年月日　　　　平成　　　年　　月　　日



５　収支予算（又は精算）
（１）収入の部　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（単位：円）　
	区　　分
	本年度予算額
(又は本年度精算額)
	前年度予算額
(又は本年度予算額)
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	県費
	
	
	
	
	

	町費
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


　


（２）支出の部　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　分
	本年度予算額
(又は本年度精算額)
	前年度予算額
(又は本年度予算額)
	比較増減
	備考

	
	
	
	増
	減
	

	事業費
	
	
	
	
	

	附帯事務費
	
	
	
	
	

	計
	
	
	
	
	


　

６　添付書類
実績報告の際は、財産管理台帳の写しを添付すること。
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（別紙２）
交付金事業を行うに当たって金融機関から融資を受けるために交付金対象物件を担保に供する場合の内訳書
	地区名
	担保施設名
	交付金の交付を受けて整備する物件を担保に供し、金融機関から融資を受ける場合の融資の内容

	
	
	金融機関名
	融資名
（制度・その他）
	融資を受けようと
する金額
	償還年数
	その他

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	











